
 那覇市ホームページ 市税情報コーナー 

2010 年 4 月 1日現在 

分割基準分割基準分割基準分割基準となるとなるとなるとなる従業者数従業者数従業者数従業者数のののの求求求求めめめめ方方方方    

 

市民税市民税市民税市民税    （（（（    法人市民税法人市民税法人市民税法人市民税    ））））    

市民税課市民税課市民税課市民税課（（（（TELTELTELTEL    ０９８０９８０９８０９８－－－－８６１８６１８６１８６１－－－－３３２８３３２８３３２８３３２８））））  

 

 

 《分割基準となる従業者数の求め方》（法３２１の１３②③） 

 

法人税割は、法人税額（国税）を課税標準として課税されます。那覇市のみに事務

所等を有する場合には、法人税額×税率で求めます。那覇市以外の市町村にも事務

所等がある場合には、この法人税額を従業者数按分により各市町村に分割します。

このように２以上の地方団体に事務所等を有する法人は、課税標準の分割法人と呼

ばれます。 

課税標準（法人税額）の分割は、法人税割の課税標準の算定期間の末日現在に 

おける従業者数で按分します。具体的には確定申告は事業年度の末日、中間申告 

は事業年度開始の日から６ケ月を経過した日の前日の従業者数です。 

 

 ただし、例外として、次のような場合には、次のように計算した従業者数を当該事 

務所等の従業者数とします。 （（（（計算計算計算計算においてはにおいてはにおいてはにおいては１１１１人人人人・・・・１１１１月未満月未満月未満月未満はははは切切切切りりりり上上上上げげげげますますますます。。。。）））） 

  

                                   

（１） 算定期間の中途において事務所等が新設された場合 

                             存在月数 

算定期間の末日現在の従業者数×                 

                       その算定期間の月数 

 

例）甲法人は宜野湾市に従来から本社があり、那覇市内に６月３日に事務所を開

設しました。その事業年度の確定申告での那覇市の従業者数は何人？ 

（事業年度は４月１日から３月３１日まで。３月末の那覇市の従業者数１４人。宜 

野湾市１０人） 

     →  甲法人の那覇市内での事務所は、満９月と２９日存在し、２９日は１月に切り上 

       げるので、存在月数は１０月となります。甲法人は１年決算のため、算定期間の月 



       数は１２です。甲法人の確定申告での那覇市の従業者数は 

                          １０ 

 ・ 那覇市の従業者数＝１４人×     ＝１１．６６６ → １２人となります。 

                            １２ 

・ 全従業者数＝１２人（那覇市）＋１０人（宜野湾市）＝２２人となります。 

 

 

 

 

(2) 算定期間の中途において事務所等が廃止された場合 

                               存在月数 

 廃止の日の属する月の前月の × 

末日現在における従業者数      その算定期間の月数 

 

     例）甲法人は従来から宜野湾市に本社、那覇市に事務所がありましたが、那覇市内 

の事務所を６月３日に廃止しました。その事業年度の確定申告での那覇市の従 

業者数は何人？ (事業年度は４月１日から３月３１日まで。５月末日の那覇市の 

従業者数は１4 人。3 月末の宜野湾市の従業者数１０人) 

     → 甲法人の那覇市内での事務所は、満２月と３日存在し、３日は 1月に切り上げら 

      れるので、存在月数は 3 月です。甲法人は１年決算のため、算定期間の月数は 

１２月です。甲法人の確定申告での那覇市の従業者数は 

                             ３ 

・ 那覇市の従業者数＝１４人×      ＝３．５人 → ４人となります。 

                            １２ 

      ・ 全従業者数＝４人（那覇市）＋１０人（宜野湾市）＝１４人となります。 

 

(3) 算定期間を通じて従業者数に著しい変動がある事務所等の場合 

算定期間中の各月の末日現在における従業者数のうち、最大のものが最小の 

       ものの２倍を超える事務所等についての課税標準の算定に用いる従業者数は 

              その算定期間中の各月の末日現在における従業者数の合計 

      従業者数＝    

                      その算定期間の月数 

 

     例）甲法人の那覇市での各月の従業者数は次のとおりです。その事業年度の確定 

       申告での那覇市の従業者数は何人？（事業年度は 4 月１日から３月３１日、宜野 

湾市１０人）。 



        4 月 5 月 6 月 ７月 8 月 ９月 10 月 11 月 12 月  1 月 2 月  3 月 

        2 人 3 人 3 人 3 人 3 人 3 人 14 人 13 人 13 人 13 人 13 人 12 人 

       甲法人の那覇市での従業者数は、各月の末日現在の最大値（10 月 14 人）が最小

値（４月２人）の２倍を超えており、 

・甲法人の確定申告での那覇市での従業者数は 

      2+3+3+3+3+3+14+13+13+13+13+12     95 

                                    =       = 7.916 人→ ８人となります。 

                    12                   12 

      ・全従業者数＝８人（那覇市）＋１０人（宜野湾市）＝１８人となります。 

 

（注） 

・ この特例が適用される従業者数は、事業年度末日の従業者数を用いません。 

・ この特例が適用されるのは、個々の事務所等単位です。 

那覇市に複数の事務所を有していても、特例に該当しない事務所は通常の

計算（事業年度末）で行い、最後にそれぞれの事務所等の人数を合計して那覇

市従業者数とします。 

  

全従業者数は、実際の従業者数とは異なる場合もありますの

で、ご注意ください。  

 

 


